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社会資本のライフサイクルをとおした環境評価技術の開発

従来の環境問題は、水質汚濁、大
気汚染といった公害問題や自然保護
が中心でした。現状の環境影響評価
制度も公害防止、自然保護を主たる
対象にして行われています。近年の
環境問題においては、健康や生態系
に直接影響を与えはしないが将来に
影響を及ぼす二酸化炭素（ＣＯ２）を
はじめとする温室効果ガスの削減や、
廃棄物の総量の削減などが重要性を
増してきています。
こうした、環境意識の変化により、
これまでの環境影響評価制度の中で
主に評価されてきた公害・健康への
影響や自然環境への影響に加えて、
温室効果ガス削減、廃棄物削減など
の取り組みが行われています。製品製
作段階でのＣＯ２排出量を削減させる
技術などの個別技術の開発は近年め
ざましいものがあります。
温室効果ガスや廃棄物は総排出量
が問題となりますが、社会資本のライ
フサイクル全体の中で新しい環境に
配慮した個別技術を考慮し、環境負
荷を定量的に把握するための技術手
法は十分に開発されていない状況に
あります。
本研究ではＬＣＡ手法により環境負
荷の把握を行った上で、最適な環境
評価手法を開発することを目的として
います。

①ライフサイクルをとおした環境評価
社会資本では構想段階、環境影響
評価段階、設計段階、施工段階、維
持管理段階、それぞれの事業段階に
おいて配慮すべき環境要素は異なっ
ており、各段階において最適な技術
の選択を行う必要があります。このた
め、各段階において関係する環境負
荷や指標といった関係を整理し、段
階毎に環境評価手法を開発する必要
があります。しかしながら、ライフサ

イクルをとおした環境影響評価には、
これらの段階での評価手法は社会資
本分野においては実用可能な段階に
は至っていないため、評価手法を確
立するための技術開発が必要です。
社会資本では採取から維持管理な
ど段階毎に計画案を策定します。評
価手法が出来上がれば、計画案ごと
に温室効果ガス排出量や廃棄物を定
量的に算出することで環境負荷の少
ない計画を選定することができます。

②社会資本のインベントリ・データベー
スの構築
ライフサイクルをとおした評価を行
うためには、基礎データとして材料の
環境負荷を把握する必要があります。
この基礎データとして、インベントリ・
データベースがあります。インベント
リ・データベースは、例えばセメント１
ｋｇ使用した際にＣＯ２がどれほど発生
しているのかなど、材料と環境影響と
の関係をとりまとめたものです。現在、
社会資本に用いられるセメントをはじ
めとする材料については、経済産業
省が日本全体の生産量からとりまとめ
た産業連関表によるインベントリ・デー
タベースがあります。しかし、産業連
関表ではセメントであればセメント１
種類のデータしかなく、環境を考慮
し開発されたエコセメントなどを評価
することができないなどの限界があり
ます。また、産業連関表は日本の経
済活動全体から作られるものである
ため、個別データの更新ができませ
ん。
新しい技術を用いた材料などを反
映することができるインベントリ・デー
タベースを開発することが必要です。
環境を考慮した材料を反映した更新
可能なデータベースを開発することで、
エコセメントなど環境に配慮した材料
の評価を行うことができます。

③各分野の環境負荷削減に向けた検
討
ライフサイクルをとおした環境評価
手法に関する総合的な検討の結果を
ふまえ、道路、河川、港湾等各分野
での環境負荷削減に向けて技術基準
類の改正等を念頭に置いて検討を行
います。

④計画策定ガイドラインによるＳＥＡ
導入の支援
平成 20年 4月に国土交通事務次
官通達「公共事業の構想段階におけ
る計画策定プロセスガイドライン」が
出され、構想段階（事業の位置、規
模などを決定する段階）で環境への
影響を考慮し計画を策定する戦略的
環境アセスメント (SEA)を行うことに
なりました。構想段階における環境
評価手法の開発を行います。

⑤社会資本整備のライフサイクルを通
した環境評価ガイドラインの作成
実際に社会資本分野で用いるため
に①～④の検討結果をわかりやすく
解説したガイドラインを作成します。
ガイドラインは、社会資本の各段階に
おいて、地球温暖化、廃棄物等の環
境評価を実施する際の評価指標・基
準になります。
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